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【今月の一言】 

先日陶芸体験で作成した小鉢が本焼きを終え、つ

いに手元に送られてきました。 

出来栄えとしては、初心者らしいとても味わい深い

（？）作品に仕上がりました。しかし、旅の思い出土産

としてはなかなか良い体験ができたのではないかと

思います。また機会があればぜひチャレンジしてみた

いと思います。 （事務員 S） 

それでは今月もベイヒルズSR通信をお届けいたし

ます。 

改正施行目前！ 4月以降の労働者募

集に関する注意点 

◆募集時等に明示すべき労働条件が追加されます 

2024年 4月より、労働契約の締結時や有期労働

契約の更新時に明示すべき労働条件として、「就業場

所」「業務の変更の範囲」が追加される等の改正が施

行されます。 

既に、この改正に対応した労働条件通知書等のフ

ォーマットが厚生労働省ホームページで示されていま

す。 

この明示すべき労働条件の追加は、求人の申込み

の際に明示しなければならない労働条件としても追

加されますので、注意が必要です。 

◆追加される明示事項は？ 

具体的には「就業場所」として、「雇入れ直後」のも

のと「変更の範囲」を求人広告等に記載することとな

ります。「業務の変更の範囲」についても同様です。 

さらに、有期労働契約を締結する場合には「有期労

働契約を更新する場合の基準に関する事項」（通算契

約期間または更新回数の上限を含む）も明示しなけ

ればなりません。 

◆「変更の範囲」はどこまで想定すればよい？ 

特に正社員の場合、契約期間が長くなるため、営業

所や部署が新設される可能性などを考慮するときり

がありませんが、厚生労働省のＱ＆Ａでは「募集

等の時点で具体的に想定されていないものを含

める必要はありません」とされています。 

◆スペースに書ききれない場合はどうする？ 

求人広告などの限られたスペース内に書き入

れない場合は、「詳細は面談時にお伝えします」

などとしておき、一部を別途のタイミングで明示

することも可能です。この場合、原則、面接など

で求職者と最初に接触する時点までに、すべて

の労働条件を明示する必要があります。 

【厚生労働省「令和 6年 4月より、募集時等に明

示すべき事項が追加されます」】より 

政府の少子化対策をまとめた「こど

も未来戦略」が決定されました 

政府は 12 月 22 日、少子化対策をまとめた

「こども未来戦略」を閣議決定しました。今後 3

年間の集中的な取組みである「加速化プラン」に

は、「共働き・共育ての推進」が盛り込まれていま

す。 

具体的な内容は次の通りです。 

◆育児休業の取得促進 

⚫ 2 週間以上の男性育休の取得率を 2030 年

に 85%へと引上げ。 

⚫ 次世代育成支援対策推進法を改正、一般事業

主行動計画に数値目標の設定、ＰＤＣＡサイク

ルの確立を定め、育休取得から円滑な職場復

帰までの支援、勤務時間や勤務地への配慮等

を盛り込ませる。 

⚫ 育児・介護休業法における育休取得率の開示

義務について、常時雇用する労働者数が300

人超の事業主に拡充し、有価証券報告書にお

ける開示を進める。  

⚫ 産後8週間以内に両親が 14日以上の育休を

取得した場合の給付率を手取り10割相当に。 

⚫ 代替要員確保等の体制整備を行う中小企業へ

の助成措置を大幅に強化。 

⚫ 「くるみん認定」の取得など、育児休業の取得

状況等に応じた実施インセンティブの強化。 

◆育児期の柔軟な働き方の推進 

⚫ フレックスタイム制の義務化、テレワークの努

力義務化…こどもが 3歳まで。 

⚫ 「親と子のための選べる働き方制度（仮称）」を

創設…こどもが 3 歳以降小学校就学前まで、

フレックスタイム制を含む出社・退社時刻の調

整、テレワーク、短時間勤務制度、保育施設の

設置運営等、休暇から、事業主が複数の制度

を選択して措置し、その中から労働者が選択

できる制度。 

⚫ 「育児時短就業給付（仮称）」を創設…こどもが

2 歳未満の期間に時短勤務を選択した場合、

賃金の 10％を支給。体制整備を行う中小企

業に助成措置を実施。 

⚫ 所定外労働の制限…こどもが小学校就学前ま

でに引上げ。 

⚫ 子の看護休暇…こどもが小学校3年生修了時

までに引上げ。休暇取得事由の見直し。 

◆多様な働き方と子育ての両立支援  

⚫ 週所定労働時間 10時間以上 20時間未満の

労働者も失業給付や育児休業給付等の受給

対象者へ 

⚫ 国民年金の第1号被保険者を対象に育児期間

に係る保険料免除措置を創設。 

【こども家庭庁「こども未来戦略～次元の異なる

少子化対策の実現に向けて～」】より 

2月の税務と労務の手続 

［提出先･納付先］ 

1日 

  贈与税申告受付開始＜3月 15日まで＞ 

  ［税務署］ 

13日 

 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降採用した労働者がいる場合＞ 

  ［公共職業安定所］ 

16日 

 所得税の確定申告受付開始 

＜3月 15日まで＞ ［税務署］ 

※還付申告は2月 15日以前も受付可能 

29日 

 じん肺健康管理実施状況報告の提出 

  ［労働基準監督署］ 

 健保・厚年保険料の納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 健康保険印紙受払等報告書の提出 

  ［年金事務所］ 

 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出 ［公共職業安定所］ 

 外国人雇用状況の届出 

（雇用保険の被保険者でない場合） 

＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

  ［公共職業安定所］ 

 固定資産税・都市計画税の納付 

＜第 4期＞ ［郵便局または銀行］ 

※都・市町村により異なる場合がある 
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